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1．　はじめに
　かつての都市・地域問題は現象的には一方に都市過密からひきおこされ
る種々の都市問題があり，他方では農村の過疎による問題があり，農村問
題に対応する形で都市問題がとらえられてぎた。しかし情報化社会といわ
れる現代では問題の広がりがあらゆる地域，あらゆる階層に及び，個々の
問題事象が相互に深く関連しているため，以前とは問題の質が異なってき
ており，問題の解決も更に一層困難を極めている。現代の社会問題は都市
化された社会の共通問題として認識される様になったといえるであろう。
　現代社会では生活様式の多様化により，公と私の中間領域に横たわる新
たなタイプの社会問題が噴出し行政需要の量と質は大きな変化を遂げてい
る。この様な状況下で多くの地方公共団体は一方で財政難に悩んでおり，
意思決定は以前にもまして難かしくなっている。
　さて，本稿では地方公共団体を都市地域の制御を行う主体とみなし計画
策定に対する意思決定支援システムについて考察し，その研究方法論につ
いて検討する。
　意思決定支援システム（Decision　SupPorting　System）は，意思決定
を支援する目的で形成されるコンピュータを道具とする情報システムであ
る。
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2．DSSの概念
　DSSはScott　Morton，　Gorryにより1971年にその枠組（1）が提唱され
て以来，企業経営あるいは自治体において数多くの試みがなされている。
この枠組を簡単に紹介しておこう。
　意思決定問題は構造的な意思決定と非構造的な意思決定の二つのカテゴ
リーに分けられる。前者は対象とする問題の本質と構造が明確であり，そ
れに対する解決手続もわかっている場合の定型的で繰り返し的な意思決定
である。これに対し後者は以前には起こらなかった様な問題や，あるいは
問題の本質と構造がわかりにくく複雑であり，従来の問題解決手続きでは
対処できないような場合の意思決定である。
　Scottらは構造的問題に対し戦略的計画，経営管理，業務管理の各経営
機能を対応ずけたものを構造的意思決定とよび（Structured　Decision
System），非構造的な問題と各経営機能を対応づけた領域を支援する経営
情報システムを意思決定支援システム（DSS）と考えた。そして，三つの
経営機能における情報処理過程の分析結果から次の様な結論を導き出し
た。
　①SDSとDSSは全くその性格が異なること
　②　SDSを積みあげてもDSSは構成できないこと
　③戦略計画における意思決定モデルはモデル自身よりも，モデル作：成
　　の過程が重要であること
等の結論を導ぎ出した（2）。
　その後，DSSをめぐる議論は様々な形で展開されているが，現実の場
面での導入と並行して議論は始まった段階といえるであろう。現在の動向
については文献（3），（4）に詳しく報告されているが，基本的には現実の意思
決定過程における組織的特質をふまえ，その上で意思決定の階層性に対応
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した合理的な意思決定を支援する情報システムのあり方が求められなけれ
ぽならないことはいうまでもない。
　さて意思決定は将来の状況と密接不可分な関係にある。将来の状況が確
定的に決定されているならば，意思決定を行う必要はない。将来の状況が
不確定であるから意思決定は必要になる。その意味では計画は意思決定と
ほぼ同義であるといえるであろう。と同時に意思決定は問題解決を目的と
する。地方公共団体における計画策定過程は問題解決過程でもあり，外部
環境を情報という形で内部化し，これを公共サービスという行動でアウト
プットする情報処理過程でもある。
　外部環境からの情報は行政需要に変換されるが，公共財のもつ消費の集
団性および非排除性という特殊な性質から行政需要も極めて特殊な構造を
もつことが指摘されている1）。すなわち，私的財の場合には消費者は予算
制約の下で選好のトレードオフを調整し，満足がいく様な財の消費量を決
定する。
　しかし公園や道路等の公共財・公共サービスの場合には，一般に予算制
約も意識されずトレードオフ関係も調整されない。すなわち需要は独立的
であり，トレードオフという価格の調整機構がはたらかない。そこで，住
民は公共財の供給に対してある一定の期待水準を抱いており，実際の供給
量がこの期待水準を下回りギャップが生ずるとこれを主観的に評価し，不
満を感じ，これを解消しようとすることから需要が生ずるということであ
る。
　更に，地方公共団体の目的は直接のアウトプットである公共サービスを
適切に供給することである。しかし評価老である住民は公共サービスと私
的活動のセットとなった最終アウトプットを評価し，これが行政需要にフ
ィードバックされる。
　従って公共サービスの供給は個別に決定されるのではなく市民の福祉最
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大という目的に基く政策プログラム2）として提供されねばならないとして
いる。
　この様な問題に対して一つのアプローチとしては制度面からの議論が展
開されようが，ここではむしろ各種の制度が機能するかどうかは情報シス
テムの展開とペアで議論されるべきであるという問題認識に立ち，計画策
定過程におけるDSSの問題をとらえてゆく。
3．　問題解決過程
問題解決過程を一般的に図式化するならば図1の様に表わすことができ
る。
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　　　（a＞　　　　　　目標形成
　　　　問題意識　　　　　　（c）
　環　　　　　　　　状況認識
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　　　　事後評価
境
（h）
（d）　　　　　　　　（e）
問題点の抽出　　　　代替案の形成
　　　　　　　（・）　↓
　　　　　　　代替案の事前評価
実　　行
（9）
ﾙ，思決定
図1　問題解決過程
　（a応需意識に関する情報量は環境からもたらされる情報の変化量の関数
になっていると考えられる。環境の変化が激しい時は，一般に問題意識に
関する情報量は増加するといえるであろう。しかし問題意識は問題そのも
のではない。（b），（c）のプロセスを経て始めて問題は定立される。
　（・）状況認識とは問題解決主体がもつ環境のモデルであるが，その内容は
種々の自然，社会的拘束条件，及びその関係づけである。自然の拘東条件
とは自然法則であり，社会的拘束条件とは各種法制度，社会構成員の相互
規制，資源制約，慣習等がこれに相当する。
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　（b）と（c）とのギャップより問題点が抽出され，（e），（f）の過程を通して問題
こ対する解決策が絞りこまれ（9）でこの中の一つが選択され，その結果はω
の事後評価の過程を経て再び（a）ヘフィーードバックされてゆく。
　戦略計画レベルでは（b）→（c）の流れに重きをおく問題解決（ここでは価値
指向型問題解決とよぶことにする。）がとられ，経営管理計画レベルでは
：c）→（b）の流れに重きをおく問題解決（ここでは事実指向型問題解決とよぶ
ことにする。）が採られることが多い。これは，戦略計画が非構造的問題
を対象としており，問題解決に費すことのできる時間は限定されており，
不確定要素が大きいためでもある。
　従来，問題解決学では（a）→（・）→（b）とその過程が進むというとらえ方が一
般的であった。それ故DSS担当者はまず，問題解決主体の問題認識とは
独立に各種の手法を用いて環境の認識モデルを努力して作りあげた。DSS
担当者自身はモデルを作ることで環境に対する認識を深めることはできる
が，問題解決主体の環境に対する認識構造と乖離してしまうことにより，
モデルから得られる結果の有効性については疑問がもたれることは応々に
してみられることであった。結果に対する有効性に対する疑問だけではな
く，問題解決主体が積極的にあるシナリオを提示しモデルを使うことで情
報を得ようとする場合，対応する変数がモデルの中で用意されていないこ
ともしばしばおこり，DSS担当者がモデルの組み換えを行なっているう
ちに問題解決主体は次の問題へ意識を移してしまうこともある。問題解決
主体は常に何をすべきかを考えており，このフローの中では（a）→（b）→（c）と
いう順で問題解決プロセスを辿ると考えられる。これに対する支援技法と
情報システム化が現在進められている（6）。
　さて，企業と地方公共団体の役割の差異は澗題解決過程においても情報
の処理という点で若干の違いがみられる。
　企業の場合にはそのアウトプットである財・サービスの供給を測る最終
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的な尺度が金銭という形で明確化されており，サービス供給の基本単位を
分割し，階層化することができる。そして各基本単位はめまぐるしく変化
する環境に適応すべく，一定の範囲で戦略計画をたて，これを実行するこ
とができるため各基本単位でも価値指向型の問題解決が優先される。
　これに対し，地方公共団体の場合には，前にも述べた様に，サービス供
給の基本単位である各原課は政策プログラムの部分機能を果たす主体とし
て位置づけられており，相互の拘束が強く調整機能が中心的業務となるの
で上原課では，事実指向型の問題解決が優先されるといえるであろう。た
だし，現代の様に行政需要の質的，量的な変化が激しい場合には原課にお
いても価値指向の問題解決のウエイトが高まっているといえるであろう。
　いずれにしてもこの二つのタイプの問題解決アプローチの有効性につい
ては周辺諸条件との関連で更に検討が必要である。
4．　問題解決過程としてみた計画策定過程
　都市・地域で生ずる様々な問題は多くの関連主体間の関係から発生する
が，これらは広い意味で計画策定過程というフィルターを通して問題解決
が図られてゆく。そして，この過程は意思決定を困難にさせるコンフリク
トを常に内包している。
　さて，前節の問題解決のフレームワークと対照させコンフリクトの発生
要因を列挙してみるならば，次の様になろう。
　（1）状況認識の乖離
　（2）資源の稀少性に基く目標間の不整合
　（3）意思決定結果の予測に関する不確定性
　（4）集団意思決定方式の在り方
　㈲　実行段階における役割葛藤
　（6）単なる誤解されたコミュニケーション
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　（7）拘束条件の重みづけのちがいによる葛藤
　コンフリクトは意思決定の逆現象であり，意思決定ができない状態であ
ると考えるならば3），DSSの大目的は計画策定過程でコンフリクトの内容
を明確にすることとその発生要因をできる限りとり除くことである。
　さて，DSSに要請される情報支援活動を明らかにするには，まず計画
策定過程の記述モデルを形成し，これを基にして計画策定過程における情
報処理の特性を抽出する実験装置が必要である。つまりゲーミソグシミユ
レーターの構築が必要となろう。
　以下では計画策定過程の記述モデルのパイロットスタディー4）について
考察する。
　（D　計画の種類と階層性に関する仮説
　地方公共団体における計画は，計画期間，ローリングの有無等により，
様々な形をとっているが，概ね総合計画と年次計画に分げることができ
る。
　総合計画の機能は，対象地域に対する構成，展望等から成る対象地域の
認識と方向を示し，行政サ’一ビスの目的と目標を示すものである。
　これまでに調査を行った数例の事例では，二つの方式が一般的である。
その一つは，計画期間のちがいにより総合計画を長期計画と中期計画に分
けるものである。長期計画は計画単位を10年間，計画単位を全市とするも
ので，その目的は中期計画作成のための基本的目標を示すことである。中
期計画は計画期間を5年間とし，計画のための分析基本単位として行政区
を意識した計画で，その目的は事業実施の優先順位を公共サービス全般に
わたり決定しようとするものである。
　他の一つはローリング方式とよばれるもので，長期的な計画を3～5年
単位で見直して軌道修整してゆく方式で，環境の変化に対する適応力を高
めることを目的としている。
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　年次計画は単年度計画で，計画単位は個別事業であり・財源の調整を中
心とするが，計画過程からみるならば・総合計画の進捗管理的意味をもっ
ている。
　総合計画は，全体としての整合的な目標形成をその主たる使命とするの
で，これに関わる主体は原課，財政，企画，市長，審議会等々であり，こ
の段階では企画の役割は大きい。年次計画は，個別原課の目標が財政によ
って調整されるので，個別原課と財政の役割が大きくなる。
　まず，計画の種類と階層性に対し，次の仮説を設定する。以下，組織と
は地方公共団体をさすものとする。
仮説1　組織は，環境の変化に適応するため総合計画と年次計画を作成
　　　し，行動（行政サービス）の仕方を決定する。
仮説2　総合計画は年次計画に対し，公共サ∴ビス供給のガイドラインと
　　　しての役割をもつ。
　この仮説については検討の余地がある。総合計画では，目標を詳細に固
定してしまうことは，環境変化に対する柔軟な適応力を弱めてしまうこと
になる。しかし，一方で総合計画がなけれぽ年次計画は個々バラバラな原
課にとっての部分最適化をめざした予算獲得競争に終始してしまう。そこ
で総合計画でどの程度の内容までを固定しうるかというのが，一つの大き
な問題でもある。通常，総合計画は大ぎな環境変化にも対応できる様，そ
の内容は結果的に総花的になる傾向がみられる。
　更に，総合計画策定過程を各組織単位まで分割してみると次の様にな
る。
　㈲　第一段階
　企画は計画策定のタイムスケジュールを設定し，これに基き組織のトッ
プである市長に基本方針，重点施策を求める。すなわち，この段階で市長
の選好関数が求められる。
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　（b）第：二段階
　企画はこの選好関数を基本方針という形に翻訳すると同時に湿原局に対
する共通データとなる人口推計の試算を行う・
　企画はこの結果と現況の土地利用データを各隔心に伝達し，各原課毎に
長期計画にもりこむべき内容を提出する様要請する。
　（c）第三段階
　各原課は企画からの要請をうけ，原品単位の計画案を作成する。原課は
過去の経験による学習に基ぎ対象に対する認知を深め，それぞれの公共サ
ービス水準を上昇させようとする。その基準は，まず法制度上の規準と現
況との比較対照によるギャップを測定し，この規準に満たないものを引き
上げることである。
　更に，担当業務の将来予測から法制島上の規準が満たせないと判断した
場合には，将来生ずるであろうギャップをうめる様，計画案を作成する。
しかし，この場合，試算の根拠となる人口，土地利用等の基礎データは原
譜毎に独自に試算が行われることも云々にしてみられる。市役所の場合，
各原課は，業務内容を軸とする上位団体との関係（例えば土木建設課であ
れば，県の土木建設局，国の建設省との関係）が深いため，関連上位団
体，他の地方公共団体の動向が探索され，その結果，将来の状況に対する
認識が原課毎に異なるからでもある。この段階で原課毎の横の調整が行わ
れることは余りない。また，原論にとっては問題対象の一部だけが当面の
問題であり，最適性基準の基準となる尺度が不明確なため，計画立案の意
思決定に際し，原課は課内の満足の度合を大きくするような選択を行う。
　（d）第四段階
　各原土により作成された計画項目は，財政課による財政規模見込みに基
き，計画項目の実現性に対するチェックが行われ調整される。総合計画の
場合には，不確定要素が大きいため，年次計画程詳細な調整は行われず，
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・総合計画がとりまとめられ，これは通常審議会等に諮問され，計画策定は
終了する。
　さて，総合計画策定過程の概略を辿ってみたが，これから計画策定過程
に関する仮説を設定してみる。
　（2）　計画策定過程に関する仮説
　まず，何故計画策定が始められるのか，これに対する仮説が必要であろ
う。
　各主体はそれぞれのもつ満足基準，および学習の結果，環境に対する集
団としての適応行動を修整するため計画策定を行う。
　計画策定を促す要因としては，次の様なものがあげられる。市長が自ら
形成した目標と現状との乖離が大きい場合，原課にとっては事業計画達成
のズレが大となった場合，企画にとっては過去の計画と現状との極端なズ
レ，及び上位団体の計画作成や計画変更があった場合等である。これらか
ら次の仮説を設定することができる。
仮説3　計画策定の要求は各主体の持っている満足規準と現状との乖離が
　　　大きくなるにつれて強くなる。
　次の仮説は計画策定過程の意味づけを明確にするために問題解決の枠組
と関連させてたてたものである。
仮説4　計画策定過程は問題知覚過程と目標形成過程の二つの過程を含
　　　む。
　更にこの仮説は以下の：二つの仮説に分解される。
　仮説4－1　問題知覚過程は現状認識段階と将来予測段階から形成され
　　　　　る。
　仮説4－2　目標形成過程は目標設定段階と個別目標聞の調整段階から形
　　　　　成される。
　計画策定過程は仮説3によって動機づけられ，仮説4の過程が動き出す
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が，その出発点を次の仮説によって定めておく。
仮説5　計画策定過程は市長の選好関数によって始動し，第一次のフィル
　　　ターがかけられる。
　ここでフィルターがかけられるという意味は，それぞれの各主体は計画
内容について様々なアイデアを持っているが，市長の選好関数によって・
多くの可能性の中から幾つかのアイデアが組織として捨象されるというこ
とをさしている。
　（3）　意思決定・合意形成に関する仮説
　また，計画策定過程は多くのコンフリクトを内包することは改めていう
までもない。計画策定という立場からみるならば，むしろコンフリクトは
問題解決に対して積極的な意味を持ちうる場合もある。しかし，仮説4－2
であげた目標設定段階と個別目標の調整段階で，最終的な調整がつかない
場合には，市長の考えが優先することは広く認められるであろう。この事
から次の仮説が導出される。
仮説6　計画の最終的決定権は市長にある。
　仮説6は最終決定権に関するものであるが，調整の場面では財政課が大
きな役割を果たすことは周知の事実である。これに関する仮説を次に設定
しておく。
仮説7　個別計画の調整に対しては，財政課の果たす役割が大きい程，計
　　　画内容は実行されやすい。
　しかしながら仮説7が成立するには一方で計画の実現に対して高度の合
意形成が行われていなけれぽならない。そこで次の仮説が必要となる。
仮説8　総合計画は策定過程において関係主体間の合意を得て進められ
　　　る。
　但し，個別計画は目標形成過程でのみ関係主体相互の合意を得て進めら
れる。
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　（4）　組織行動に関する仮説
　組織は様々な行動基準を持つ各主体から構成されており，全体の最適規
準を常に満たしながら行動を決定してゆくのは困難である。最適規準の設
定そのものが困難になる場合も計画策定の場面ではよくみうけられる。こ
の様な場合，組織は意思決定に際しより満足の度合いを大きくするような
選択を行うであろうという組織論の基本命題を仮説として設定しておかね
ぽならない。
仮説9　計画策定に関わる各主体はそれぞれの満足化基準を行動の原理と
　　　する。
　以下，各主体の満足化規準を仮説として設定しておく。
　仮説9－1市長の満足化基準は，公約の実現，公共サービス水準の上
　　　　　昇，市民へのアピールによって形成される。
　仮説9－2企画課の満足化基準は，組織の存続，新しいアイデアの導
　　　　　入，各原野間の計画過程におけるトラブル調整の最小化によっ
　　　　　て形成される。
　仮説9－3　財政課の満足化基準は，組織の存続，資金配分の効率化，対
　　　　　原課との調整の最小化によって形成される。
　仮説9－4　原課の満足化基準は，組織存続，継続事業の維持・達成，新
　　　　　事業の開発・運営，関連上位計画（県・国）との整合性によっ
　　　　　て形成される。
　各個別主体の目標に対しては次の仮説を設定する。
仮説10　各主体の目標は公共サービスの水準をひぎあげることである。
　公共サービスの範囲や内容の問題に関しては色々と議論があり，これを
限定することはそう簡単ではないが，通常，行政体が提供しているサービ
スと考えることにする。この仮説は行政体の目的そのものであるから問題
はないであろう。次に各主体の問題解決に対する仮説を設定しておく。
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仮説11各主体は過去の経験の蓄積に基き問題対象への認識を深め，サー
　　　ビス水準をひぎあげようとする。
　仮説11に対し，一方では現状に対する認識が深まり経験の蓄積が増える
程，サービスに対する基準そのものは確固とした動かし難いものになって
くることは十分考えられることである。
仮説12　サービス供給の基準は，各主体の経験の蓄積が豊かになる程動か
　　　し難いものになる。
　これは仮説9－2～4の組織の存続基準と併せて考えるならば，この仮説
は説明されうるものであろう。すなわち，サービス供給に対する基準の変
更は，仕事量の変化に直接影響を及ぼす。基準の急激な変更は組織の存続
に大きな影響を与える可能性があるため，各主体は保守的な態度をとらざ
るをえないことになる。これは計画策定過程において，原課の独立性の強
さを説明している。
　さて，以上で基本仮説の設定を一応終えたわけであるが，まだまだこれ
だけでは，非構造的問題を対象とする計画策定過程の特性を抽出しその中
でDSSの有効性と問題点を検討するのは困難である。しかしながら，この
定性的なモデルを更に現実の計画策定過程と対応づけ，仮説を展開させ，
ゲーミソグシミュレーショソモデルへ発展させてゆくことで，計画策定過
程の問題と共にDSSの有効性，可能性の諸条件が整理されるのではない
かと思う。
5．　まとめ
　本稿では，市レベルの地方公共団体を都市地域の制御主体として位置づ
け，意思決定支援システム（DSS）の有効性と問題点を検討するための枠
組について検討した。
　まず，DSSの概念について述べ，総合計画策定過程は非構造的な問題
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を扱う問題解決過程であるという枠組を設定した・また公共サービスの特
質にふれ，計画策定過程におけるDSSの有効性と問題点を検討するため
のパイロットスタディーとして計画策定過程の記述モデルをとりあげた。
　本稿は，問題意識の整理にすぎず，まだまだこれから検討しなければな
らない課題が多々残されている。計画策定過程のパイロットスタディーは
この基本仮説の上に関連組織間の関係の記述モデルを加え，これを基に組
織間の情報の偏在，過不足が計画策定過程にどう影響を与えるかのシミュ
レーションを行い，そこからDSSの基本要件を求めることが次の課題で
ある。（本稿は昭和59年度特定課題補助によるものである。）
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　の集合である。
3）原沢芳太郎：コンフリクトの概念について，企業行動とコンフリクト，日本
　経済新聞社，昭和47年。
4）　このモデルは文献（6）に示されたモデルを基本にし，市レベルの計画策定過程
　の調査研究結果文献（7）を考慮し部分的に修整したものである。
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